
コミュニティビジネスとは、地域の課題解決や要望実現
を目的とする事業活動です。広告宣伝費など創業時に必
要な経費の一部を助成します。
コミュニティビジネスに関心があり、現在取り組んでい
るか創業を考えている方には専門アドバイザーが相談に
応じます。相談を希望する方は事前に問い合わせてくだ
さい。
対象　市内に活動の拠点があり、令和３年３月31日まで
に新規事業の立ち上げを考えている方
＊事前審査があります。
補助金額　対象経費の２分の１（限度額100万円）
申込み　12月25日までに申請書を持ち商工業振興課
＊申請書は、市ホームページ「産業・ビジネス→融資制
度・助成制度」からも印刷できます。　

●従業員の育児や介護従事に関する実態調査
●ワーク・ライフ・バランスに関する従業員向けの研修
●テレワークなど固定的な就業環境にとらわれない多様
な働き方の導入
●ワーク・ライフ・バランスの推進に関する就業規則な
どの見直し
●育児休業や介護休業からの復帰支援　など
＊詳しくは、市のホームページ「市役所ご案内→男女共
同参画」をご覧ください。

問合せ　商工業振興課（内線4612）

問合せ　市民参加・住宅施策課（内線4122）

市民の皆さんが企画・運営する事業を支援します。
対象事業　次のいずれも満たす事業
●市内で開催する　
●講演会や鑑賞会、スポーツ大会などで市民団体が自主
企画する　
●令和３年３月までに行われ、広く公開される
＊国か公共団体から補助金などの交付を受けている事業
や、活動の継続性が認められない団体は対象外です。
補助金額　対象経費から対象事業での収入を控除した額
の２分の１以内（限度額30万円）
＊予算額を上回る申し込みがあった場合は、調整します。
申込み　４月17日までに市教委社会教育課
＊詳しくは、市教委ホームページ「社会教育→生涯学習」
をご覧ください。

問合せ　市教委社会教育課（内線4844）
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地域の課題解決など、より良い市民生活を実現するため
に公益活動団体が企画・実施する事業を支援します。
対象　次のいずれも満たす事業　
●補助対象団体が自ら行う　●市内広域を対象として行
う　●会員相互の共益や親睦だけの活動でない　●政治・
宗教活動、営利を目的としない
補助金額　次のいずれかを選択
●自由提案型事業コース＝補助対象経費の２分の１以内
（限度額20万円）　●テーマ設定型事業コース＝補助対
象経費の３分の２以内（限度額40万円）

対象団体　市内で活動し、５人以上で構成する公益活動
団体（ＮＰＯ法人や市民活動団体など）
＊公益活動事業補助金については、１年以上継続して活
動を行っていることが必要です。
審査　公開プレゼンテーションを開催し、市民協働推進
会議委員が審査
＊詳しくは、市ホームページ「市役所ご案内→市民参加・
パブコメ・市民協働・ＮＰＯ→市民協働」をご覧くださ
い。
＊事前相談にも応じますので問い合わせてください。
申込期限　５月29日

公益活動団体の特性を生かした事業を提案してください。
市と協働で実施し、市民のニーズに対応した公共サービ
スを提供します。
対象　次のいずれも満たす事業
●提案した団体が自ら行う　●協働の役割分担が明確で
ある　●政治・宗教活動、営利を目的としない
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問合せ　市民参加・住宅施策課（内線4122）

　詳しい内容や申込方法などについて
説明します。
日時　５月14日㈭　午後６時30分から
会場　市役所３階会議室

ワーク・ライフ・バランスの取り組みを実施する市内の
中小企業などの事業主に、経費の一部を助成します。
助成金額　対象経費の２分の１（限度額10万円）
交付要件　次のいずれも満たす企業
●市内に事業所か事務所を有している　
●市税の滞納がない　
●労働基準法や、その他の労働関係法令を遵守している
対象事業　
●従業員のワーク・ライフ・バランスに関する意識調査
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